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 (TEL 03-5439-8807) 

 
 

当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の更新に関するお知らせ 
 
当社は、2021年１月25日に開催した取締役会決議に基づき、当社株式の大量取得行為に関する

対応策（以下「旧プラン」といいます。）を更新することとし、同年２月25日に開催した定時株主

総会（以下「前定時株主総会」といいます。）において株主の皆様のご承認を頂きました。旧プラ

ンの有効期間は、前定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までとされているため、旧プランは、2024年２月27日開催予定の当社第

74回定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）の終結の時をもって失効することにな

ります。 

当社は、旧プランへの更新後も、社会・経済情勢の変化を踏まえ、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を確保・向上させる観点から、その継続の是非および見直しの要否を検討してまい

りましたが、この旧プランの失効に先立ち、2024年１月25日開催の当社取締役会において、本定

時株主総会において株主の皆様のご承認を頂くことを条件として、当社の財務および事業の方針

の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第118条第３号に規定されるもの

をいい、以下「基本方針」といいます。）に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の

方針の決定が支配されることを防止するための取組み（会社法施行規則第118条第３号ロ）として、

旧プランから一部改定の上で、更新すること（以下「本更新」といい、更新後のプランを「本プラ

ン」といいます。）といたしましたので、以下のとおり、お知らせいたします。 

本更新に際しては、近時の買収防衛策に関する裁判例や実務動向等を踏まえ、主に以下の点を

変更しております。 

・「買付等」および「買付者等」の定義（三－２.－(２)－(ａ)）の一部見直し 

・「非適格者」（三－２.－(４)－(ｇ)で定義）の該当性の判断における独立委員会の関与および

その判断の尊重 

・上記変更に伴う修正その他の形式的な字句の修正等 

また、現在までのところ、旧プランを含めまして３年ごとに、定時株主総会において当社株式

の大量取得行為に関する対応策をお諮りして参りましたが、今回の見直しに際しては、これを５

年に伸長することについても株主の皆さまのご承認を得ることといたしました。これは、先に開

示いたしました「トーセイグループ長期ビジョン2032」でもお示ししたとおり、より長期的な視

点に立った当社グループの成長に向けて、当社グループのコア・コンピタンスを十分に発揮する

ために不可欠である安定的な経営体制を維持し、ビジョンの達成をより確実なものとしたいとい

う意思の表れでもありますが、他方、別にお諮りする定款変更により取締役の任期を現行の２年

を１年に短縮することで、株主の皆様に各事業年度の経営責任をより適時・適切にご判断いただ

くことが可能となることで、経営体制へのご意見を反映し易くなる点も考慮しての提案となりま

す。 
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なお、上記取締役会においては、社外取締役３名を含む取締役９名が出席し、本更新につき出

席取締役の全員一致で承認可決がなされるとともに、社外監査役からなる監査役全員が出席し、

本更新に異議がない旨の意見を述べております。 

 
一 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務および事業の内容

や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を

継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えています。 
当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体

の意思に基づいて行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付で

あっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するも

のではありません。 
しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に

対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対

象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役

会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示し

た条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会

社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 
当社の財務および事業の方針を決定する者たる資質としては、特に、当社グループの能力の

最大化につながる「不動産と金融の融合」を可能とする多様な事業領域およびそれらの周辺事

業領域を自社グループの総合力でカバーする体制、ならびにこれらの事業を支える不動産と金

融等の専門的な知識・経験をもった従業員、多彩な価値創造技術を支える能力や情報ネットワ

ークの構築に基づき時間をかけて醸成してきた不動産業界における信用および総合的事業を可

能とするノウハウへの理解が必要不可欠です。当社株式の大量買付を行う者が、当社の財務お

よび事業の内容を理解するのは勿論のこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、

これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益は毀損されることになります。 

当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行

う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者

による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。 
 
二 当社の企業価値の源泉および基本方針の実現に資する特別な取組み 

（１）当社の企業理念および企業価値の源泉について 

当社グループは、「私たちは、グローバルな発想を持つ 心豊かなプロフェッショナル集団

として あらゆる不動産シーンにおいて新たな価値と感動を創造する。」という存在理念の下、

「都市に、心を。」という企業メッセージを掲げ、持続可能な社会の発展に向けた不動産の開

発・再生を通して社会に貢献していくことで、企業価値の向上を目指しています。 

上記企業理念の実現を支える当社グループの企業価値の源泉は、具体的には以下の点にあ

ると考えております。 

① ６つの事業を展開する総合不動産会社 

当社グループは、不動産再生、開発、賃貸、ファンド・コンサルティング、管理、ホテル

の６つの事業領域を有し、安定性の高いポートフォリオ経営を推進しています。 

再生、開発の両事業は不動産売買取引を通じた高い収益が期待できる一方で、賃貸、フ

ァンド・コンサルティング、管理、ホテルの各事業については、ストック型のビジネスモ
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デルとして安定的な収益を得られる利点があり、これらの６事業を相互に補完させること

で、市況の変化に柔軟に対応できる事業基盤を構築しております。 

また、これらの各事業で得たノウハウを融合することで一層の成果に結びつくプロジェ

クトも多く、ポートフォリオ経営は他社にない当社独自の強みとなっております。 

② 多彩な商品ラインナップ 

当社グループでは、開発事業や再生事業において、幅広い用途（オフィスビル・住宅・商

業施設・ホテル・物流施設）や規模（大・中・小）の商品を提供しています。新築開発にお

いては、多様な開発メニューの中から、エリアの特性やマーケットのニーズ、その時代の

トレンドに合った商品開発を行っています。また、中古再生においては、デザイン性や利

便性、セキュリティの向上、環境に配慮した仕様等を施し、不動産価値の再生を図ってい

ます。 

当社グループは、ポートフォリオ経営に裏付けられたマーケティングやリサーチノウハ

ウにより、不動産の個性に合わせた最適な商品を提供しています。 

③ エリアは、東京中心 

当社グループの事業エリアは東京都を中心としています。 

創業以来、一貫して東京圏の不動産へ投資を行い、不動産の規模、用途ともに豊富なト

ラックレコードを積み重ね、東京の不動産に対する目利き力を培ってまいりました。 

今後も得意とする東京のマーケットを中心に、事業を展開してまいります。 

（２）企業価値向上のための取組み 

近年、当社グループを取り巻く事業環境は、気候変動問題の深刻化や地政学的リスクの顕

在化、国内では少子高齢化社会の進行やコロナ禍をきっかけとした行動変容の加速、デジタ

ル技術の急速な進歩など大きな変革が起きており、不確実性が高まっております。このよう

な事業環境の変化に適応し、当社グループが将来に亘って成長を続け、サステナブルな社会

の実現への貢献を通じて企業価値向上を実現していくためには、当社グループの競争優位の

源泉となるコア・コンピタンスに立脚した目指す方向性（ありたい姿）を明確にし、グルー

プ一丸となってビジョン実現に取り組むことが有効であると考え、従来の３ヵ年単位の中期

経営計画に加え、『トーセイグループ長期ビジョン2032』を策定し、取組みを進めております。 

① トーセイグループ長期ビジョン2032 

多様なソリューション力を持つユニークな不動産ポートフォリオマネージャーとし

て、サステナブルな社会の実現に貢献する 

当社グループは、６事業からなる不動産関連事業を通じて、不動産の潜在価値を顕在化

する様々なソリューションを提供してまいりました。また、事業特性の異なる複数事業を

組み合わせることによりリスクを低減しながら事業領域を広げており、多種多様なアセッ

トを取り扱うことができるポートフォリオマネージャーとして不動産投資に関する総合的

な判断力の研鑽を続けています。また、アセットマネジメントの分野では、世界の不動産

投資家に信頼される世界品質でのサービスを提供しており、これらの「不動産ソリューシ

ョン力」・「ポートフォリオ・マネジメント力」・「グローバル・リーチ力」を当社グループ

のコア・コンピタンスとして更に発展させながら、事業成長と長期ビジョン2032の実現に

取り組んでまいります。 

② 新中期経営計画『Further Evolution 2026』（2023年12月～2026年11月） 

前中期経営計画『Infinite Potential 2023』（2020年12月～2023年11月）では、「あらゆ

る不動産シーンにおいて、グループの無限大の成長可能性を追求し、総合不動産会社とし

ての新たなステージを目指す」ことを大方針とし、環境・社会的課題への取組みを意識し

た既存事業の拡大とDX推進による既存事業の拡充、サステナビリティ経営の実践等に取り
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組んでまいりました。これらの取組みの結果、最終年度には過去最高益を更新（税引前利

益153億円）し、目標としていた最終年度ROE12％を上回るROE13.6％を達成しました。また、

安定事業比率(営業利益ベース)の最終年度実績は49.2％（目標は42％以上）、自己資本比率

は同33.4％（目標は35％程度）、ネットD/Eレシオは同1.31倍（目標は1.3倍程度）と、概ね

目標を達成しており、安定性および財務健全性を維持しつつ持続的な成長を実現しており

ます。 

前中期経営計画の計画期間満了に伴い、当社グループでは、2024年11月期を初年度とす

る中期経営計画『Further Evolution 2026』（2023年12月～2026年11月）を策定いたしまし

た。本計画は、『トーセイグループ長期ビジョン2032』を実現するための第１フェーズとし

ての位置付けであり、本計画の方針に基づく各施策の実行によって、トーセイグループの

競争力を高めるとともに、サステナブルな社会の実現に貢献してまいります。 

本計画では、「サステナブルな社会の実現に貢献できる独自性のある総合不動産会社とし

て、更なる進化を目指す」ことを大方針に掲げ、当社グループのコア・コンピタンスであ

る「不動産ソリューション力」・「ポートフォリオ・マネジメント力」・「グローバル・リー

チ力」を強化し、各事業のサービス領域の拡大やグループ間シナジーの最大化によって、

既存６事業のポートフォリオの進化と成長を目指します。 

不動産再生事業・不動産開発事業では、サステナビリティを意識した環境配慮商品の提

供や既存不動産ストックの活用促進、取扱商品領域の拡大等によって差別化を図り、トー

セイブランドの確立と浸透を目指します。また、仕入における競争力を高めるべく、物件

査定の効率化に向けた研究やM&A手法の活用を促進します。 

安定事業では、不動産賃貸事業におけるテナント需要に沿った設備仕様の研究、不動産

ファンド・コンサルティング事業や不動産管理事業におけるサービス機能強化とバックオ

フィス業務の効率化、ホテル事業ではトーセイホテルココネの差別化訴求によるブランド

浸透と規模拡大に努めます。 

また、DX分野では、業務プロセスの効率化を促進するとともに、自社再生物件、開発物

件の出口戦略の多様化に向けて、不動産・金融・DXが融合した不動産テックビジネスであ

る不動産クラウドファンディングや、セキュリティ・トークン発行、区分マンション販売

におけるデジタルマッチングに取り組み、新たな顧客層へ不動産投資機会を提供してまい

ります。 

成長を支える事業基盤の強化においては、人材育成と多様な社員が個性を活かして力を

最大限に発揮できる人事制度・組織体制・職場環境の構築に注力し、社員エンゲージメン

トを深めてまいります。また、財務面・資本配分については、資金調達力を強化し、事業

規模および保有資産残高の拡大を下支えするとともに、健全な財務体質を維持しながら資

本効率を意識した成長投資の継続と利益還元の向上を目指してまいります。 

＜新中期経営計画『Further Evolution 2026』における定量計画＞ 

 
初年度 

(2024年11月期) 

２年目 

(2025年11月期) 

３年目（最終年度） 

(2026年11月期) 

連結売上高 921億円 1,195億円 1,266億円 

連結税引前利益 165億円 177億円 190億円 

ROE 13.0％ 12.7％ 12.5％ 

安定事業比率（営業利益ベース） 45％以上 

自己資本比率 35％程度 

ネットD/Eレシオ 1.4倍程度 

配当性向 ※ 31.5％ 33.0％ 35.0％ 

※ 株主還元について、配当性向を30％から35％へ３年間で段階的な引き上げを目指すとともに、自

己株式の取得については経営環境や株価動向、株主価値向上等を総合的に判断し実施検討してま

いります。 
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（３）コーポレート・ガバナンスの強化 

① 基本的な考え方 

当社グループでは、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応し健全な成長を実現する事業

活動を持続することにより、株主、従業員、取引先を始めとする社会全体のあらゆるステ

ークホルダーに対して、存在意義のあるグループで在り続けたいと考えております。その

ために最も重要と位置付けられるものがコーポレート・ガバナンスの充実であり、特に「コ

ンプライアンス意識の徹底」「リスクマネジメントの強化」「適時開示の実践」を三つの主

要項目として掲げております。また、会社法および金融商品取引法において求められてい

る内部統制システムの構築、ならびに金融商品取引業者として投資家の信頼に応え得る体

制の構築に向け、取締役会を中心として、経営トップからグループ全社員に至るまで、一

丸となって体制の更なる強化に努めてまいります。 

② コーポレート・ガバナンス体制 

当社は、取締役会、監査役会を設置し、透明性の高い経営の履行を目的として、社外取

締役の選任および監査役全員の社外招聘を行っております。 

取締役会は、取締役９名（うち社外取締役３名）で構成され、経営の最高意思決定機関

として経営方針ならびに重要事項の決議をするとともに、取締役の職務執行を監督してい

ます。また、社外取締役（全員独立役員）は、客観的見地から意見を述べるなど、取締役

会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための助言・提言を行っています。 

監査役会は常勤監査役２名、非常勤監査役２名の計４名で構成され、いずれも社外監査

役です。取締役会の運営、取締役の職務執行を独立した客観的な立場で監査し、かつその

有する知見の下、取締役会あるいは経営陣に対して企業価値向上に向けた建設的な助言・

提言を行っています。 

また、取締役の責務である「経営監視・監督」と「業務執行」をより明確に区別するた

めに執行役員制を採用しており、現在10名が就任しています。執行役員は取締役会におい

て選任され、社内規程に従って、会社の業務を執行、統制しています。また、全執行役員

で構成される「経営会議」では、取締役会決議事項の事前協議や、執行役員社長の行う重

要な意思決定に関する事前諮問を行っています。 

以上の体制により、意思決定機能および業務分担の最適化と業務執行における権限委譲

を推進し、コーポレート・ガバナンスの充実を図っています。 

なお、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構

築することを目的とし、取締役の任期を２年から１年に変更するための定款変更に関する

議案を本定時株主総会に付議することとしております。 

 
このように、当社グループは、新中期経営計画に掲げる目標を着実に達成すること、適正な

コーポレート・ガバナンスを実現することを通じて、企業集団としての価値向上に努め、株主

共同の利益の確保・向上を図っていく所存であります。 
 

三 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組み（本プラン） 

１．本プランの目的 
本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的と

して、上記一「当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」

に記載した基本方針に沿って更新されるものです。 
当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資

さない当社株券等の大量買付を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者
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として不適切であると考えています。本プランは、こうした不適切な者によって当社の財務

および事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益に反

する大量買付を抑止するとともに、大量買付が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に

代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大量買付に応じるべきか否かを判断する

ために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とす

ることを目的としております。 
なお、当社の2023年11月30日現在の大株主の状況は、別添「当社の大株主の状況」のとお

りであり、同日現在、当社の発行済株式総数（うち自己株式306,765株）の約39.0％は、当社

代表取締役およびその関係者（以下「当社役員等」といいます。）によって保有されておりま

す。 
当社は従来、広く市場から資金を調達することができることに上場の重要な意義を見出し

ており、2004年２月のジャスダック市場への株式公開後も業容は順調に拡大し、株価も堅調

に推移する中、上場後３回の公募増資等を実施いたしました。2008年後半の金融危機以降に

おいて、当社が属する不動産業界では、厳しい事業環境が続きましたが、当社におきまして

は棚卸資産の入れ替えを進めるなど、財務体質の健全化を推進したほか、2009年９月には資

本増強策として第４回新株予約権を発行決議し、当該新株予約権は全て行使されました。ま

た、2013年７月にはシンガポール証券取引所への上場に際して、海外において公募増資を行

いました。さらに、2015年10月に発行決議した役員および従業員を割当対象とした第５回新

株予約権（ストックオプション）の行使により399,800株の新株発行がなされたことに加え、

2019年４月に発行決議した役員および従業員を割当対象とした第６回新株予約権（ストック

オプション）の行使により、2023年12月末日時点（行使期間は2024年４月25日まで）で496,400

株の自己株式の処分がなされております。また、既存取引先金融機関との協業強化を企図し、

2023年５月12日付で第三者割当による1,000,000株の自己株式処分を実施いたしました。斯様

な資本政策の実施に伴い、当社役員等の発行済株式に対する保有割合（以下「持株比率」と

いいます。）は、2023年11月30日現在、上場直後の約76.5％（2004年５月31日時点）から約37.5

ポイント低下し、約39.0％となっております。 

このように当社としては、中長期的な事業領域の拡大に結びつく新規成長事業への投資等

や自己資本の充実のため、資本市場からの資金調達の必然性を当然に認識しております。ま

た、当社は、上場会社として、継続的に株式の流動性を確保し、向上させていく重要性も認

識しており、このような観点に基づく資金調達や流動性の向上のための施策が図られる場合

には、当社役員等の持株比率は相対的に低下することになります。 
また、一般に個人株主については、株主の皆様のそれぞれの事情により、株式の譲渡等の

処分によってその保有株式が散逸することが少なくありません。個人株主である当社役員等

についても、今後、持株比率の低下や株式の分散化が進んでいく可能性が存すると考えられ

ます。 
これらの事情に鑑みると、当社役員等の持株比率が、今後も段階的に低下し、一方で、当

社の発行する株式の流動性が高まる可能性があり、今後、当社の株式について、不適切な者

による大量取得が行われる可能性は否定できません。 
また、不動産業という業種の特徴として、特に保有資産等に比較して株価が低調に推移す

るときには、保有資産の取得等を目的として当社の株式に対する大量取得行為が行われる可

能性も否定できません。 
なお、本日現在、当社に対し、当社の賛同を得ない当社株式の大量取得行為に関する提案

はなされておりません。 
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２．本プランの内容 

（１）本プランの概要 

（ａ）目的 
本プランは、当社株式の大量取得が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断をする

ために必要・十分な情報と時間を確保するとともに、買収者との交渉の機会を確保する

こと等を通じて、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する買収を抑止し、当社

の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。 

（ｂ）手続の設定 

本プランは、当社株券等1の20％以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事

前の情報提供を求める等、上記(ａ)の目的を実現するために必要な手続を定めています。

また、買収者等は、本プランに係る手続が開始された場合には、当社取締役会において

本プランの発動をしない旨の決議がなされるまでの間、買収を実行してはならないもの

とされています。（詳細については下記(２)「本プランの発動に係る手続」をご参照下さ

い。） 

（ｃ）新株予約権の無償割当てによる本プランの発動 
買収者が本プランにおいて定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が

当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがある場合等（その要件の詳

細については下記(３)「本新株予約権の無償割当ての要件」をご参照下さい。）には、当

社は、買収者等による権利行使は（一定の例外事由が存する場合を除き）認められない

との行使条件および当社が買収者等以外の者から当社株式等と引換えに新株予約権を取

得できる旨の取得条項が付された新株予約権（その主な内容は下記(４)「本新株予約権

の無償割当ての概要」において述べるものとし、以下これを「本新株予約権」といいま

す。）を、その時点の当社を除く全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法により

割り当てます。 

本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社による取得

に伴って買収者等以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買収者等の有す

る当社の議決権割合は、最大50％まで希釈化される可能性があります。 

（ｄ）本プランの合理性を高める仕組みの設定 
当社は、本プランに従った本新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判

断については、取締役の恣意的判断を排するため、独立委員会規程に従い、当社経営陣

から独立した社外取締役等から構成される独立委員会の客観的な判断を経るものとして

います。また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所定の場合には、株主意思確認

総会を招集し、新株予約権の無償割当ての実施に関する株主の皆様の意思を確認するこ

とがあります。 

こうした手続の過程については、適宜株主の皆様への情報開示を通じてその透明性を

確保することとしています。 

 

（２）本プランの発動に係る手続 

（ａ）対象となる買付等 
本プランは、以下の①から③までのいずれかに該当する当社株券等の買付その他の取

得又はこれらに類似する行為（これらの提案を含みます。）（当社取締役会が本プランを

適用しない旨別途決定したものを除くものとし、以下「買付等」といいます。）がなされ

 
1 当社は、株券電子化の実施に伴い株券不発行会社となっていますが、本プランにおいては、金融商品取引法の規

定に準拠した記載をすることが明確性・客観性に資するという観点から、適宜、同法の規定に準拠して「株券等」

の用語を使用しています。 
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る場合を適用対象とします。 

記 

① 当社が発行者である株券等2について、保有者3の株券等保有割合4が20％以上となる

買付その他の取得 

② 当社が発行者である株券等5について、公開買付け6を行う者の株券等所有割合7およ

びその特別関係者8の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け 

③ 上記①又は②に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、(ⅰ)当社の株券等の

取得をしようとする者又はその共同保有者9若しくは特別関係者（以下、本③におい

て「株券等取得者等」といいます。）が、当社の他の株主（複数である場合を含みま

す。以下、本③において同じとします。）との間で行う行為であり、かつ、当該行為

の結果として当該他の株主が当該株券等取得者等の共同保有者に該当するに至るよ

うな合意その他の行為、又は当該株券等取得者等と当該他の株主との間にその一方

が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関係10

を樹立する行為11であって、(ⅱ)当社が発行者である株券等につき当該株券等取得

者等と当該他の株主の株券等保有割合の合計が20％以上となるような行為 

買付等を自ら単独で又は他の者と共同ないし協調して行おうとする者（以下「買付者

等」といいます。）は、予め本プランに定められる手続に従うものとし、本プランに従い

当社取締役会が本新株予約権の無償割当ての不実施に関する決議を行うまでの間、買付

等を実行してはならないものとします。 

（ｂ）意向表明書の提出 

買付者等は、買付等の開始又は実行に先立ち、別途当社の定める書式により、本プラ

ンの手続を遵守する旨の誓約文言等を含む書面（買付者等の代表者による署名又は記名

捺印のなされたもの）および当該署名又は捺印を行った代表者の資格証明書（以下、こ

れらをあわせて「意向表明書」といいます。）を当社に対して提出していただきます。意

向表明書には、買付者等の氏名又は名称、住所又は本店、事務所等の所在地、設立準拠

法、代表者の氏名、日本国内における連絡先および企図されている買付等の概要等を明

示していただきます。なお、意向表明書および下記(ｃ)に定める買付説明書における使

用言語は日本語に限ります。 

 

 
2 金融商品取引法第27条の23第１項に定義されます。本書において別段の定めがない限り同じとします。 
3 金融商品取引法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます（当社取締役会がこれに該当すると

認めた者を含みます。）。本書において同じとします。 
4 金融商品取引法第27条の23第４項に定義されます。本書において同じとします。 
5 金融商品取引法第27条の２第１項に定義されます。 
6 金融商品取引法第27条の２第６項に定義されます。本書において同じとします。 
7 金融商品取引法第27条の２第８項に定義されます。本書において同じとします。 
8 金融商品取引法第27条の２第７項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。但

し、同項第１号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３

条第２項で定める者を除きます。本書において同じとします。 
9 金融商品取引法第27条の23第５項に規定される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされ

る者を含みます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。本書において同じとします。 
10「当該株券等取得者と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ない

し協調して行動する関係」が存するか否かの判定は、現在又は過去の資本関係（共同支配の関係を含みま

す。）、業務提携関係、取引ないし契約関係、役員兼任関係、資金提供関係、信用供与関係、デリバティブや貸

株等を通じた当社株券等に関する実質的な利害関係等や、当該株券等取得者及び当該他の株主が当社に対して

直接・間接に及ぼす影響等を基礎として行うものとします。 
11本文の③所定の行為がなされたか否かの判断は、当社取締役会が独立委員会の判断を尊重し合理的に行うもの

とします。なお、当社取締役会は、本文の③所定の要件に該当するか否かの判定に必要とされる範囲におい

て、当社の株主に対して必要な情報の提供を求めることがあります。 
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（ｃ）買付者等に対する情報提供の要求 
当社は、意向表明書を受領した日から10営業日以内に、買付説明書（以下に定義され

ます。）の様式（買付者等が当社に提供すべき情報のリストを含みます。）を買付者等に

対して交付いたします。買付者等は、当社が交付した書式に従い、下記の各号に定める

情報（以下「本必要情報」といいます。）等を記載した書面（以下「買付説明書」と総称

します。）を当社取締役会に対して提出して頂きます。 

当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを独立委員会（独立委員

会の委員の選任基準、決議要件、決議事項等については、別紙１「独立委員会規程の概

要」、本更新時における独立委員会の委員の略歴等については、別紙２「独立委員会委員

略歴」のとおりです。）に送付します。当社取締役会および独立委員会は、当該買付説明

書の記載内容が本必要情報として不十分であると判断した場合には、買付者等に対し、

適宜回答期限を定めた上、追加的に情報を提供するよう求めることがあります。この場

合、買付者等においては、当該期限までに、かかる情報を追加的に提供して頂きます。 

なお、当社取締役会が最初に買付説明書の様式を買付者等に交付した日の翌日から起

算して60日を、当社取締役会および独立委員会が買付者等に対して情報提供を要請し、

買付者等が回答を行う期間（以下「情報提供期間」といいます。）の上限として設定し、

仮に本必要情報が十分に提供されない場合であっても、情報提供期間が上限に達したと

きは、当該時点までに提供された情報をもって直ちに「独立委員会検討期間」（(ｄ)②に

て後述いたします。）を開始するものといたします（ただし、買付者等からの合理的な理

由に基づく要請がある場合には、当社取締役会および独立委員会は、必要な範囲でこれ

を延長することがあります。）。 

記 

① 買付者等およびそのグループ（共同保有者、特別関係者、（ファンドの場合は）各構

成員および買付者等を被支配法人等12とする者の特別関係者を含みます。）の詳細

（名称、資本構成、財務内容、経営成績、法令遵守状況、当該買付者等による買付

等と同種の過去の取引の詳細、その結果対象会社の企業価値に与えた影響等を含み

ます。）13 

② 買付等の目的、方法および具体的内容（対価の価額・種類、時期、関連する取引の仕

組み、方法の適法性、条件、実行の蓋然性等を含みます。） 
③ 買付等の価額およびその算定根拠（前提等を含みます。） 
④ 買付等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の名称、調達方

法および関連する取引の内容等を含みます。） 
⑤ 買付等に関して第三者との間における意思連絡の有無およびその内容 
⑥ 買付等の後における当社および当社グループの経営方針、経営体制、事業計画、資

本政策、配当政策、および資産運用方針 
⑦ 買付等の後における当社の株主（買付者等を除く。）、従業員、取引先、顧客その他の

当社に係る利害関係者等に対する対応方針 
⑧ 当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策 
⑨ その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報 

（ｄ）買付等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の検討 
① 当社取締役会に対する情報提供の要求 

独立委員会は、買付者等から買付説明書および独立委員会が追加的に提出を求めた

 
12 金融商品取引法施行令第９条第５項に定義されます。 
13 買付者等がファンドの場合は、各組合員その他の構成員について①に準じた情報を含みます。 
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情報（もしあれば）が提出された場合、当社取締役会に対しても、当社取締役会によ

る情報収集や企業評価等の検討（必要に応じ、第三者専門家による検討を含みます。）

等に必要な時間を考慮して適宜回答期限（原則として60日を上限とします。）を定めた

上、買付者等の買付等の内容に対する意見（留保する旨の意見を含むものとします。

以下同じとします。）およびその根拠資料、代替案（もしあれば）その他独立委員会が

適宜必要と認める情報を提供するよう要求することができます。 
② 独立委員会による検討等 

独立委員会は、買付者等および（当社取締役会に対して上記①記載のとおり情報の

提供を要求した場合には）当社取締役会からの情報等（追加的に提供を要求したもの

も含みます。）を受領した日または情報提供期間が終了した日のいずれか早い日から原

則として最長60日が経過するまでの間、買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役

会の経営計画・事業計画等に関する情報収集・比較検討、当社取締役会の提示する代

替案の検討等を行います（以下、かかる独立委員会による情報収集および検討に要す

る時間を「独立委員会検討期間」といいます。）。また、独立委員会は、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益の確保・向上という観点から当該買付等の内容を改善させる

ために必要であれば、直接又は間接に、当該買付者等と協議・交渉等を行うものと

します。 
独立委員会の判断が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するようになされ

ることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナ

ンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士、税理士、コンサルタントその他の専門

家を含みます。）の助言を得ることができるものとします。買付者等は、独立委員会が、

直接又は間接に、検討資料その他の情報提供、協議・交渉等を求めた場合には、速や

かにこれに応じなければならないものとします。 
（ｅ）独立委員会の勧告 

独立委員会は、上記の手続を踏まえて、以下のとおり当社取締役会に対する勧告等を

行うものとします。 

① 本プランの発動を勧告する場合 
独立委員会は、買付等について、下記(３)「本新株予約権の無償割当ての要件」に

おいて定められる発動事由（以下「発動事由」と総称します。）に該当すると判断した

場合、引き続き買付者等より情報提供や買付者等との間で協議・交渉等を行う必要が

ある等の特段の事情がある場合を除き、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償

割当てを実施すべき旨の勧告を行います。なお、独立委員会は、買付等について下記

(３)「本新株予約権の無償割当ての要件」に定める発動事由のうち発動事由その２の

該当可能性が問題となっている場合には、当該実施に関して予め株主意思の確認を得

るべき旨の留保を付すことができるものとします。 
上記にもかかわらず、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての実施の勧告

をした後も、以下のいずれかの事由に該当すると判断した場合には、本新株予約権の

無償割当てに係る権利落ち日の前々営業日までにおいては本新株予約権の無償割当て

を中止し、又は本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降本新株予約権の行使期間

の開始日の前日までにおいては本新株予約権を無償にて取得すべき旨の新たな勧告を

行うことができるものとします。 
(i) 当該勧告後に買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しなくなった場

合 
(ii) 当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じる等の理由により、発動

事由が存しなくなった場合 
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② 本プランの不発動を勧告する場合 
独立委員会は、買付等について発動事由に該当しないと判断した場合には、独立委

員会検討期間の終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割

当てを実施すべきでない旨の勧告を行います。 
上記にもかかわらず、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての不実施の勧

告をした後も、当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、発動事由が

存することとなった場合には、本新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の新たな勧

告を行うことができるものとします。 
③ 独立委員会検討期間の延長を行う場合 

独立委員会が、当初の独立委員会検討期間中に、本新株予約権の無償割当ての実施

又は不実施の勧告を行うに至らない場合には、独立委員会は、買付者等の買付等の内

容の検討・代替案の検討・買付者等との協議・交渉等に必要とされる合理的な範囲内

（但し、原則として30日間を上限とするものとします。）で、独立委員会検討期間を延

長することができるものとします。 
上記決議により独立委員会検討期間が延長された場合、独立委員会は、引き続き、

情報収集、検討等を行うものとし、延長期間内に本新株予約権の無償割当ての実施又

は不実施の勧告を行うよう最大限努めるものとします。 
（ｆ）取締役会の決議 

当社取締役会は、独立委員会により上記勧告がなされた場合、当該勧告を最大限尊重

して、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての

決議を行うものとします。但し、下記の(ｇ)に基づき株主意思確認総会を開催する場合

には、当社取締役会は、当該株主意思確認総会の決議に従い決議を行うものとします。 

（ｇ）株主意思確認総会の開催 
当社取締役会は、本プランに従った本新株予約権の無償割当てを実施するに際して、

(ⅰ)上記(ｅ)①に従い、独立委員会が本新株予約権の無償割当ての実施に際して、予め

株主意思の確認を得るべき旨の留保を付した場合、又は(ⅱ)ある買付等について発動事

由その２の該当可能性が問題となっている場合で、取締役会が善管注意義務に照らし株

主意思確認総会の開催に要する時間等を勘案した上で株主意思を確認することが適切と

判断する場合には、株主総会（以下「株主意思確認総会」といいます。）を招集し、本新

株予約権の無償割当ての実施に関する株主の皆様の意思を確認することができるものと

します。 

（ｈ）情報開示 
当社は、本プランの運用に際しては、適用ある法令又は金融商品取引所の規程等に従

い、本プランの各手続の進捗状況（意向表明書・買付説明書が提出された事実、および

独立委員会検討期間が開始した事実並びに独立委員会検討期間の延長が行われた場合に

は、かかる事実、延長期間およびその理由を含みます。）、独立委員会による勧告等の概

要、当社取締役会の決議の概要、株主意思確認総会の決議の概要その他当社取締役会が

適切と考える事項について、適時に情報開示を行います。 

 
（３）本新株予約権の無償割当ての要件 

本プランの発動として本新株予約権の無償割当てを実施するための要件は、下記のとお

りです。なお、上記(２)「本プランの発動に係る手続」(ｅ)のとおり、下記の要件の該当

性については、必ず独立委員会の勧告を経て決定されることになります。 
記 

発動事由その１ 
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本プランに定められた手続に従わない買付等であり（買付等の内容を判断するために合

理的に必要とされる時間や情報の提供がなされない場合を含む。）、かつ本新株予約権の

無償割当てを実施することが相当である場合 
発動事由その２ 

以下の各号のいずれかに該当し、かつ本新株予約権の無償割当てを実施することが相当

である場合 
（ａ）以下に掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な

侵害をもたらすおそれのある買付等である場合 
① 株券等を買い占め、その株券等について当社又は当社の関係者に対して高値で買取

りを要求する行為 
② 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠

牲の下に買付者等の利益を実現する経営を行うような行為 
③ 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用す

る行為 
④ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処

分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による

株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為 
（ｂ）強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付

条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付を行うこと

をいいます。）等株主に株式の売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合 
（ｃ）買付等の条件（対価の価額・種類、時期、方法の適法性、実行の蓋然性、買付等の後の

経営方針又は事業計画、および当社の他の株主、従業員、顧客、取引先その他の当社

に係る利害関係者に対する対応方針等を含みます。）が当社の本源的価値に鑑み不十分

又は不適当な買付等である場合 
（ｄ）当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社の従業員、顧客、取引先等との関係

や当社のブランド力又は企業文化を損なうこと等により、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に反する重大なおそれをもたらす買付等である場合 
（ｅ）買付者等の経営者又は主要株主に反社会的勢力と関係を有する者が含まれている場合

等、公序良俗の観点から買付者等が当社の支配権を取得することが著しく不適切であ

る場合 
 

（４）本新株予約権の無償割当ての概要 

本プランに基づき実施する予定の本新株予約権の無償割当ての概要は、以下のとおりで

す。 
（ａ）本新株予約権の数 

本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議又は株主総会決議（以下「本新株予

約権無償割当て決議」といいます。）において別途定める一定の日（以下「割当期日」と

いいます。）における当社の最終の発行済株式総数（但し、同時点において当社の有する

当社株式の数を控除します。）と同数とします。 

（ｂ）割当対象株主 
割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主に対し、その有

する当社株式１株につき本新株予約権１個の割合で、本新株予約権を割り当てます。 

（ｃ）本新株予約権の無償割当ての効力発生日 
本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。 

（ｄ）本新株予約権の目的である株式の数 
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本新株予約権１個の目的である当社株式14の数（以下「対象株式数」といいます。）は、

原則として１株とします。 

（ｅ）本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際し

て出資される財産の当社株式１株当たりの価額は、１円を下限とし当社株式１株の時価

の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で本新株予約権無償割当て決議において別

途定める価額とします。なお、「時価」とは、本新株予約権無償割当て決議に先立つ３ヶ

月間（取引が成立しない日を除きます。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通

取引の各日の終値の平均値（気配表示を含みます。）に相当する金額とし、１円未満の端

数は切り上げるものとします。 
（ｆ）本新株予約権の行使期間 

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日を初日（以下、かかる行使期間の

初日を「行使期間開始日」といいます。）とし、原則として、１ヶ月間から６ヶ月間まで

の範囲で本新株予約権無償割当て決議において別途定める期間とします。 
（ｇ）本新株予約権の行使条件 

(Ⅰ)買付者等、(Ⅱ)買付者等の共同保有者、(Ⅲ)買付者等の特別関係者、若しくは(Ⅳ)

上記(Ⅰ)ないし(Ⅲ)に該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることな

く譲り受け若しくは承継した者（その共同保有者・特別関係者を含みます。）、又は、(Ⅴ)

上記(Ⅰ)ないし(Ⅳ)に該当する者の関連者15（以下、(Ⅰ)ないし(Ⅴ)に該当する者を「非

適格者」と総称します。）は、原則として16、本新株予約権を行使することができません。

なお、当社取締役会は、ある者が非適格者に該当するかを判断するにあたり17、独立委員

会の意見を聴取し、独立委員会の判断を最大限尊重するものとします。また、外国の適

用法令上、本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とされる非居住者も、原則と

して本新株予約権を行使することができません（但し、非居住者の保有する本新株予約

権も、適用法令に従うことを条件として、下記(ⅰ)項②のとおり、当社による当社株式

を対価とする取得の対象となります。）。さらに、本新株予約権の行使条件を充足してい

ること等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式に

よる誓約書を提出しない者も、本新株予約権を行使することができません。 

（ｈ）本新株予約権の譲渡 

 
14 将来、当社が種類株式発行会社（会社法第２条第13号）となった場合においても、①本新株予約権の行使によ

り交付される当社株式および②本新株予約権の取得と引換えに交付する株式は、いずれも当社が本定時株主総

会開催時において、現に発行している株式（普通株式）と同一の種類の株式を指すものとします。 
15 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共同の支配下にある

者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、又はその者と共同ないし協調して行動する者と

して当社取締役会が認めた者をいいます。なお、「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を

支配している場合」（会社法施行規則第３条第３項に定義されます。）をいいます。 
16 具体的には、(x)買付者等が本新株予約権無償割当て決議後に買付等を中止若しくは撤回又は爾後買付等を実

施しないことを誓約するとともに、買付者等その他の非適格者が当社が認める証券会社に委託をして当社株式

を処分した場合で、かつ、(y)買付者等の株券等保有割合（但し、株券等保有割合の計算に当たっては、買付

者等やその共同保有者以外の非適格者についても当該買付者等の共同保有者とみなして算定を行うものとし、

また、非適格者の保有する本新株予約権のうち行使条件が充足されていないものは除外して算定するものとし

ます。）として当社取締役会が認めた割合（以下「非適格者株券等保有割合」といいます。）が20％を下回って

いる場合は、当該処分を行った買付者等その他の非適格者は、当該処分がなされた株式の数に相当する株式の

数を目的とする本新株予約権につき、当該20％を下回る割合の範囲内で行使することができることなどが例外

事由として定められることが予定されています。なお、かかる非適格者による本新株予約権の行使の条件およ

び手続等の詳細については、別途当社取締役会が定めるものとします。 
17 但し、その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取

締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める所定の者は、非適格

者に該当しないものとします。 
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本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。 
（ⅰ）当社による本新株予約権の取得 

① 当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得する

ことが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定める日の

到来日をもって、全ての本新株予約権を無償で取得することができるものとします。 
② 当社は、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の者が有す

る本新株予約権のうち当該当社取締役会が別途定める日の前日までに未行使のもの全

てを取得し、これと引換えに、本新株予約権１個につき対象株式数に相当する数の当

社株式を交付することができます。 
また、当社は、かかる取得がなされた日以降に、本新株予約権を有する者のうち非適

格者以外の者が存在すると当社取締役会が認める場合には18、上記の取得がなされた日

より後の当社取締役会が定める日の到来日をもって、当該者の有する本新株予約権の

うち当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使のものを全て取得し、これと引

換えに、本新株予約権１個につき対象株式数に相当する数の当社株式を交付すること

ができるものとし、その後も同様とします。 
（ｊ）合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転の場合の新株予約権の交付 

本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。 
（ｋ）新株予約権証券の発行 

本新株予約権に係る新株予約権証券は発行しません。 
（ｌ）その他 

上記に定めるほか、本新株予約権の内容の詳細は、本新株予約権無償割当て決議にお

いて別途定めるものとします。 
 
（５）本プランの有効期間および廃止・修正・変更 

本プランの有効期間（以下「有効期間」といいます。）は、本定時株主総会終結後５年以

内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。 
但し、有効期間の満了前であっても、当社取締役会において本プランを廃止する旨の決

議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。 
また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法令、金

融商品取引所の規程・規則等の新設若しくは改廃が行われ、かかる新設若しくは改廃を反

映することが適切である場合、誤字脱字等の理由により字句の修正を行うのが適切である

場合、又は当社株主に不利益を与えない場合には、独立委員会の承認を得た上で、本プラ

ンを修正し、又は変更する場合があります。 
当社は、本プランが廃止、修正又は変更等がなされた場合には、当該廃止、修正又は変

更の事実および（修正・変更の場合には）修正・変更の内容その他の事項について、情報

開示を速やかに行います。 
 

（６）法令の改正等による修正 
本プランで引用する法令の規定は、2024年１月25日現在施行されている規定を前提とし

ているものであり、同日以後、法令の新設又は改廃により、上記各項に定める条項ないし

用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、当該新設又は改廃の趣旨を考慮の上、

上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的な範囲内で読み替えることができ

るものとします。 

 
18 例えば、当初、買付者等の特別関係者であった者が、本プランの発動の後に、当該買付者等との関係を解消

し、非適格者に該当しないこととなった場合等が考えられます。 
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３．株主および投資家の皆様への影響 

（１）本プランの更新にあたって株主および投資家の皆様に与える影響 

本プランの更新にあたっては、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株

主および投資家の皆様に直接具体的な影響が生じることはありません。 
 

（２）本新株予約権の無償割当て時に株主および投資家の皆様に与える影響 

(ⅰ) 本新株予約権の無償割当ての手続 
当社取締役会又は当社株主総会において、本新株予約権無償割当て決議を行った場

合には、当該決議において割当期日を定め、これを公告いたします。この場合、割当期

日における当社の最終の株主名簿に記録された株主の皆様（以下「割当対象株主」と

いいます。）に対し、その有する当社株式１株につき１個の本新株予約権が無償にて割

り当てられます。なお、割当対象株主の皆様は、本新株予約権の無償割当ての効力発

生日において、当然に本新株予約権に係る新株予約権者となるため、申込の手続等は

不要です。 
なお、一旦本新株予約権無償割当て決議がなされた場合であっても、当社は、上記

２.(２)「本プランの発動に係る手続」(ｅ)①に記載した独立委員会の勧告を最大限尊

重し、本新株予約権の無償割当てに係る権利落ち日の前々営業日までにおいては本新

株予約権の無償割当てを中止し、又は本新株予約権の無償割当ての効力発生日以降本

新株予約権の行使期間の開始日の前日までにおいては本新株予約権を無償にて取得す

る場合があります。これらの場合には、当社株式１株当たりの価値の希釈化は生じま

せんので、こうした希釈化が生じることを前提に売買を行った投資家の皆様は、株価

の変動により不測の損害を受ける可能性があります。 
(ⅱ) 本新株予約権の行使の手続 

当社は、割当対象株主の皆様に対し、原則として、本新株予約権の行使に際してご

提出いただく書面（行使に係る本新株予約権の内容および数、本新株予約権を行使す

る日等の必要事項並びに株主の皆様ご自身が本新株予約権の行使条件を充足すること

等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言、並びに、当社株式の割当対

象株主の皆様の口座への振替に必要な情報を含む当社所定の書式によるものとしま

す。）その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送付いたします。本新株予約権の

無償割当て後、株主の皆様においては、本新株予約権の行使期間内に、これらの必要

書類を提出した上、原則として、本新株予約権の行使価額として本新株予約権１個当

たり１円を下限とし、当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲

内で本新株予約権無償割当て決議において別途定める行使価額に相当する金銭を所定

の方法により払い込むことにより、１個の本新株予約権につき原則として１株の当社

株式が発行されることになります。 
仮に、株主の皆様が、こうした本新株予約権の行使および行使価額相当の金銭の払

込を行わなければ、他の株主の皆様による本新株予約権の行使により、その保有する

当社株式が希釈化することになります。 
但し、当社は、下記(ⅲ)に記載するところに従って非適格者以外の株主の皆様から

本新株予約権を取得し、それと引換えに当社株式を交付することがあります。当社が

かかる取得の手続を取った場合、非適格者以外の株主の皆様は、原則として、本新株

予約権の行使および行使価額相当の金銭の払込をせずに当社株式等を受領することと

なり、その保有する当社株式の希釈化は原則として生じません。 
(ⅲ) 当社による本新株予約権の取得の手続 

当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の手続
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に従い、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の株主の皆様

から本新株予約権を取得し、これと引換えに、原則として当社株式を交付することが

あります。この場合、かかる株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、

当社による当該本新株予約権の取得の対価として、１個の本新株予約権につき、原則

として１株の当社株式を受領することになります。但し、この場合、かかる株主の皆

様には、別途、当社株式の割当対象株主の皆様の口座への振替に必要な情報をご提供

いただくほか、ご自身が非適格者でないこと等についての表明保証条項、補償条項そ

の他の誓約文言を含む当社所定の書式による誓約書をご提出いただくことがあります。 
 

上記のほか、割当て方法、行使の方法および当社による取得の方法の詳細につきまし

ては、本新株予約権無償割当て決議において決定された後、株主の皆様に対して情報開

示又は通知いたしますので、当該内容をご確認下さい。 
 

四 上記各取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 

１．基本方針の実現に資する特別な取組み（上記二の取組み）について 

上記二に記載した新中期経営計画をはじめとする企業価値向上のための取組みやコーポレ

ート・ガバナンスの強化といった各施策は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続

的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに基本方針

の実現に資するものです。 
従って、これらの各施策は、基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に

合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 
 
２．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配される

ことを防止するための取組み（上記三の取組み）について 

（１）当該取組みが基本方針に沿うものであること 

本プランは、基本方針に基づき、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付

等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案する

ために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等

を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保するための枠組

みであり、基本方針に沿うものです。 
（２）当該取組みが当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の

地位の維持を目的とするものではないこと 
当社は、以下の理由により、本プランは、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、

また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 
① 買収防衛策に関する指針等の要件の充足 

本プランは、経済産業省および法務省が2005年５月27日に発表した企業価値・株主共

同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則を全て充足す

るとともに、経済産業省が2023年８月31日に公表した企業買収における行動指針－企業

価値の向上と株主利益の確保に向けて－に沿った内容となっています。 
② 株主意思の重視 

本プランは、本定時株主総会において株主の皆様のご承認を条件として、更新される

ものです。 
また、当社取締役会は、一定の場合に、本プランの発動の是非について、株主意思確

認総会において株主の皆様の意思を確認することとしています。 
さらに、上記三２.(５)「本プランの有効期間および廃止・修正・変更」にて記載した
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とおり、本プランには、有効期間を約５年間とするいわゆるサンセット条項が付されて

おり、かつ、その有効期間の満了前であっても、当社取締役会において本プランを廃止

する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになります。

その意味で、本プランの消長には、株主の皆様のご意向が反映されることとなっており

ます。 
③ 独立した社外取締役等の判断の重視と情報開示 

本プランの発動に際しては、独立した社外取締役等のみから構成される独立委員会に

よる勧告を必ず経ることとされています。 
また、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益に適うように本プランの透明な運営が行われる仕

組みが確保されています。 
④ 合理的な客観的要件の設定 

本プランは、上記三２.(３)「本新株予約権の無償割当ての要件」にて記載したとおり、

合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締

役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。 
⑤ 第三者専門家の意見の取得 

上記三２.(２)「本プランの発動に係る手続」(ｄ)②にて記載したとおり、買付者等が

出現すると、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アド

バイザー、公認会計士、弁護士、税理士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）

の助言を受けることができるものとされています。これにより、独立委員会による判断

の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっています。 
⑥ デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと 

本プランは、株券等を大量に買い付けた者の指名に基づき当社の株主総会において選

任された取締役で構成される取締役会により廃止することが可能であるため、デッドハ

ンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できな

い買収防衛策）ではありません。また、当社においては、取締役の期差任期制は採用さ

れておらず、本定時株主総会において「定款一部変更の件」が承認可決された場合、取

締役の任期は１年となるため、本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構

成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買

収防衛策）でもありません。 
 

以 上 
 



 

  

別紙１ 

 

独立委員会規程の概要 

 

・ 独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。 
・ 独立委員会の委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、

(ⅰ)当社社外取締役、(ⅱ)当社社外監査役、又は(ⅲ)社外の有識者のいずれかに該当す

る者の中から、当社取締役会が選任する。但し、有識者は、実績ある会社経営者、官庁

出身者、投資銀行業務に精通する者、当社の事業に精通する者、弁護士、公認会計士若

しくは会社法等を主たる研究対象とする研究者又はこれらに準ずる者でなければなら

ず、また、別途当社取締役会が指定する当該有識者の当社に対する善管注意義務条項等

を含む契約を当社との間で締結した者でなければならない。 
・ 独立委員会委員の任期は、本定時株主総会終結後５年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。但し、当社取締役会の決議によ

り別段の定めをした場合はこの限りでない。また、当社社外取締役又は当社社外監査役

であった独立委員会委員が、取締役又は監査役でなくなった場合（但し、再任された場

合を除く。）には、独立委員会委員としての任期も同時に終了するものとする。 
任期の満了前に退任した独立委員会委員の補欠として選任された独立委員会委員の任

期は、退任した独立委員会委員の任期の満了するときまでとする。 
・ 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定の内容を、その

理由を付して当社取締役会に対して勧告する。当社取締役会は、この独立委員会の勧告

を最大限尊重して、新株予約権無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関

としての決定を行う（但し、①に定める本新株予約権無償割当ての実施につき、株主意

思確認総会において別段の決議がなされた場合には、当該株主総会の決議に従うものと

する。）。なお、独立委員会の各委員および当社各取締役は、こうした決定にあたっては、

専ら当社の企業価値・株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、

自己又は当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。 
① 本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施 

② 本新株予約権の無償割当ての中止又は本新株予約権の無償取得 

③ その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問し

た事項 

・ 上記に定めるところに加え、独立委員会は、以下の各号に記載される事項を行うことが

できる。 
① 本プランの対象となる買付等への該当性の判断 

② 買付者等および当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報およびその回答期限

の決定 

③ 買付者等の買付等の内容の精査・検討 



 

  

④ 買付者等との協議・交渉 

⑤ 当社取締役会に対する代替案の提出の要求・代替案の検討 

⑥ 独立委員会検討期間の延長の決定 

⑦ 本新株予約権の無償割当ての実施に関する株主意思確認総会招集の要否の判断 

⑧ 本プランの修正又は変更に係る承認 

⑨ 非適格者の該当性の判断 

⑩ その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項 

⑪ 当社取締役会が別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項 

・ 独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、弁

護士、公認会計士、税理士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ること

等ができる。 
・ 各独立委員会委員は、買付等がなされた場合その他いつでも独立委員会を招集すること

ができる。 
・ 独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員の全員が出席（テレビ会議又は電話

会議による出席を含む。）し、その過半数をもってこれを行う。但し、やむを得ない事由

があるときは、独立委員会委員の過半数が出席し、その議決権の過半数をもってこれを

行うことができる。 
 

以 上 



 

  

別紙２ 
独立委員会委員略歴 

 
本更新時における独立委員会の委員は、以下の３名とします。 

少德
しょうとく

 健一
けんいち

 
1995年10月 朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法人）入所 
1999年９月 アーサーアンダーセン クアラルンプール事務所 出向 
2002年９月 エス・シー・エス国際会計事務所（現SCS国際コンサルティング株式会社）入所 
2003年11月 同社 代表取締役（現任） 
2005年９月 株式会社オーリッド取締役 
2010年12月 株式会社ロキテクノ社外監査役 
2012年２月 当社取締役（現任） 
2013年１月 ロキグループホールディングス株式会社社外監査役（現任） 
 少德健一氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

 同氏と当社との間に特別の利害関係はなく、取引関係もございません。 
 

小林
こばやし

 博之
ひろゆき

 
1987年４月 株式会社日本興業銀行（現株式会社みずほ銀行）入行 
2002年４月 みずほ証券株式会社出向 
2003年４月 同社アドバイザリー第４部長 
2005年７月 株式会社ソフィア入社 
2006年４月 同社取締役副社長 
2006年12月 みずほ証券株式会社入社 
2008年６月 同社総合企画部副部長 
2011年12月 同社コーポレート・コミュニケーション部長 
2014年４月 同社国内営業部門付シニアコーポレートオフィサー 
2015年４月 同社リテール・事業法人部門ウェルスマネジメント本部長 
2017年４月 株式会社ソーシャルキャピタルマネジメント代表取締役社長（現任） 
2018年２月 当社取締役（現任） 
2018年４月 株式会社プレスク取締役副社長（現任） 
2019年６月 東都水産株式会社社外監査役 
2019年８月 有限会社セイワ工業（現株式会社セイワホールディングス）取締役 
2020年12月 
2022年６月 

株式会社WATASU代表取締役（現任） 
太平洋建設工業株式会社社外監査役（現任） 
太平洋レミコン株式会社社外監査役（現任） 

 小林博之氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 
 同氏と当社との間に特別の利害関係はなく、取引関係もございません。 

 

石渡
いしわたり

 真維
ま い

 
2002年４月 弁護士登録（第二東京弁護士会） 
2002年10月 渥美雅子法律事務所 
2004年７月 山田秀雄法律事務所（現山田・尾﨑法律事務所） 
2006年６月 オーセンス法律事務所 
2008年１月 ポラリス法律事務所 
2012年１月 Rajah & Tann LLP, Singapore 外国法弁護士 
2014年４月 ココネ株式会社（現cocone ONE株式会社）入社 
2014年10月 ケネディクス商業リート投資法人監査役員 
2014年12月 城山タワー法律事務所パートナー弁護士（現任） 
2021年１月 カカオジャパン株式会社（現株式会社カカオピッコマ）社外取締役（現任） 
2023年５月 cocone ONE株式会社取締役（現任） 

 石渡真維氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であり、本定時

株主総会で選任後、就任する予定であります。 
 同氏と当社との間に特別の利害関係はなく、取引関係もございません。  



 

  

別添 
 

当社の大株主の状況 
 

（2023年11月30日現在） 

株主名 
当社への出資状況 

持株数（株） 出資比率（％） 

山口 誠一郎 12,885,500 26.63 

有限会社ゼウスキャピタル 6,000,000 12.40 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,203,000 8.68 

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 1,757,902 3.63 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,457,200 3.01 

出口 博俊 1,030,000 2.12 

きらぼしキャピタル東京Sparkle投資事業有限責任組合 1,000,000 2.06 

HOST-PLUS PTY LIMITED-HOSTPLUS POOLED 

SUPERANNUATION TRUST HOSKING PARTNERS LLP 
804,000 1.66 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505004 742,800 1.53 

SMBC日興証券株式会社 639,700 1.32 

(注)出資比率は、自己株式（306,765株）を控除し、小数点以下第３位を切り捨てて算出しております。 

 


	(ⅰ) 本新株予約権の無償割当ての手続
	(ⅱ) 本新株予約権の行使の手続
	(ⅲ) 当社による本新株予約権の取得の手続

